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はじめに

　本稿が紹介する「原子力損害の賠償に関する法律案想定問答　昭和35年５月
原子力局」（以下「35年想定問答」という。）は，「原子力損害の賠償に関する
法律」（昭和36（1961）年法律第147号，以下「原賠法」という。）について，
科学技術庁原子力局が昭和35（1960）年５月に作成した国会審議のための資料
である。35年想定問答の前提となる「原子力損害の賠償に関する法律案」は，
35年４月28日に岸信介内閣により閣議決定され，５月２日に国会に提出された
が，安保論戦などの問題もあり，10月24日の衆議院解散により最終的には審議
未了，廃案になった。その後，池田内閣により昭和36年２月28日に改めて原賠
法案閣議決定があり，国会に提出され，同法案が同年６月に国会で採決され，
「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和36年６月17日法律第147号）として公
布された。昭和35年提出の法案と36年提出の法案は，実質的に同じ内容である。
筆者は，原賠法の立法史を検討し，関連する文書の発掘を行っているが1），そ
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 1）　拙稿「原子力災害補償専門部会（昭和33年）と「原子力損害の賠償に関する法律」
⑴⑵⑶⑷⑸⑹」獨協法学89，90，91，92，93，94号（2012年-2014年），同「我妻榮
博士の災害法制論――原子力損害の賠償に関する法律」法律時報85巻３号（2013年），

	



の過程で35年想定問答を入手できた2）。
　一般に，法律案審議における「想定問答」について，参議院事務局・法制局
参事の経験を有する清野正哉による『国会とは何か　立法・政策の決定プロセ
スと国会運営』は，次のように述べている3）。

　「一般的には，各省庁では，国会に提出する法律案を中心に，あらかじめ国会で

の審議の際に想定される質問内容とそれに対する答弁内容を作成しています。これ

を『想定問答集』といいます。こうして事前に作成する想定問答集では，主に，そ

の法律案や新たな政策・施策の内容に関して指摘される問題点を中心に，その内容
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同「原子力損害の賠償に関する法律」昭和46年改正と事業者責任制限⑴⑵」獨協法
学95，96号（2014年，2015年）。なお，同「判例評釈：福島第一原発事故避難者の自
殺と原賠法３条１項及び民法722条２項（福島地方裁判所平成26年８月26日判決」」『速
報新判例解説16号　新判例解説Watch』（日本評論社，2015年）83頁。

 2）　財務省（大蔵省）文書「（行政文書ファイル名）会計法規関係執務参考資料（平成
８年度以前／協議法令／科学技術庁）」中の文書（左上に「18」の書込みがある）。
大蔵省に資料が残された理由は，第１に原賠法は当時科学技術庁と大蔵省の共管の
法律であったこと，第２に原賠法の成立に際して大蔵省主計局法規課と相当の対立
があり，このため大蔵省が関連資料として残したことが関連すると推定している。
　原賠法35年改正の際の想定問答が何故文部科学省（旧科学技術庁）に残されてい
ないかは，不明である。筆者は，これまで，原子力委員会，文部科学省，外務省，
通商産業省，財務省，環境省等に情報公開請求をしたが，文部科学省は，旧科学技
術庁に関連した資料の整理が充分でないとの印象を得た。例えば，昭和36年時の想
定問答については，財務省の場合は，当該想定問答を収録する行政文書ファイル名
が特定でき，更にその文書ファイルは，「行政文書ファイル管理簿の検索」システム
（http://files.e-gov.go.jp/servlet/Fsearch）により検索可能である。これを利して，
想定問答に関連すると考えられる文書の公開請求をすることが可能になる。ところ
が，文部科学省の場合には，当該想定問答がどの文書ファイルに含まれているかを
問い合わせても，36年時の想定問答が存在するので公開するというのみで，十分な
返答が得られず，それ故，「行政文書ファイル管理簿の検索」システムでの当該資料
の位置も不明確である。

 3）　清野正哉『国会とは何か　立法・政策の決定プロセスと国会運営』（中央経済社，
2010年）47頁。

	



とその解決方法や対策などの答弁原稿が盛り込まれています。」

　もっとも，実際の答弁では，「想定問答」をもとにするだけでなく，質問者
への事前のコンタクトを経て作成された答弁書も作成される4）。それ故，「想
定問答」とは厳密には同じではない内容の答弁が国会でなされることもありう
る。その場合でも，答弁者の個人的見解というよりも，担当官庁としての検討
を経たものであるのが通例と考えられる。
　原賠法の想定問答には，２種類がある。第１は，本稿が紹介する35年想定問
答（全58頁＋資料）であり，財務省（旧大蔵省）資料に存在し，情報公開によ
り入手可能である。これは，原賠法案が最初に国会に提出された際に成立した
ものである。第２は，昭和36年３月版（全72頁＋資料，頁数増加は，頁建ての
変更と「原子力損害賠償補償契約に関する法律案」に関連した想定問答付加等
による。）である。これは，原賠法案が実際に国会で議決された昭和36年に成
立したものであり，財務省資料及び文部科学省（旧科学技術庁資料）資料とし
て存在し，情報公開により入手可能である。
　35年想定問答は，原賠法についての最初の詳細な解説である。原賠法の立法
担当者による解説として著名なのは，科学技術庁原子力局編『原子力損害賠償
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 4）　近時の中島誠『立法学　序論――立法過程論』は，次のように述べている。国会
答弁をはじめとする国会対応は，官僚にとっての最優先事項である。省庁では，大
臣官房総務課が国会対応を担当する。本会議の場合には議員運営委員会で，委員会
の場合は理事会で，党派ごとの質問時間が割り振られ，各党派は質問者を決定する。
質問者は，担当官庁に説明や資料要求を行うのが一般的である。その後，質問者が，
担当官庁に具体的な質問の内容及び答弁要求者（大臣か，副大臣かなど）を担当官
庁に伝える。担当省庁は，「問の整理票」や質問の可能性のあるものを「想定」とし
て盛り込み，答弁書案の作成を行う。答弁書は，担当係長等が原案を作成し，課長，
総務課キャリア補佐，予算に関連するものには財務省主計局との協議を行う（中島
誠『立法学　序論――立法過程論〔第３版〕』（法律文化社，2014年）238頁）。
　以上の叙述と比べると，本「想定問答」は，体系的な法の趣旨解説であり，特定
の質問に対する対応とは考えにくい。昭和35年当時の国会運営の在り方が現在と同
様であるとすると，実際の国会答弁では，この「想定問答」を更に肉付けする形で
準備された答弁がなされたものと推定される。

	



制度』（1962年９月，通商産業研究社）である。同書の原型となる資料は，科
学技術庁原子力局『原子力災害補償制度について』（1961年８月，謄写版，全
242頁）であり，国会図書館が所蔵している（国会図書館請求番号AZ-
433-H66）。科学技術庁原子力局が『原子力損害賠償制度』を記述するに際して，
35年想定問答や36年版想定問答を参考にしたと考えられる。全体としての系譜
関係は，35年想定問答（本稿紹介）⇒36年３月版想定問答⇒科学技術庁原子力
局『原子力災害補償制度について』（1961（昭和36）年８月，謄写版刷り）⇒
科学技術庁原子力局編『原子力損害賠償制度』（1962（昭和37）年９月，通商
産業研究社）と考えられる。
　35年想定問答は，原賠法立法史を理解するために有益であり，その特徴は，
法案に批判的な見地からの意見についての対応が記載されていることである
（そのことは他の想定問答にも共通すると考えられる）。例えば，「２　原子力
の平和利用は，安全性の確保が絶対的な要件であるにもかゝわらず，災害の発
生を予想して法律案を提出することは矛盾ではないか。」という質問がある。
原子力平和利用に際しては，事故は起きないという建前と，事故が起きたらど
うするかという原賠法の関係を問題にする質問である。これに関連して，昭和
35年第11回原子力委員会（２月27日臨時会）でも石川一郎原子力委員は，「（石
川）たしかに絶対安全だという事であり乍ら，万一の事故を予想するというと
ころにこちらの案にも矛盾がある。」と述べている5）。絶対安全と事故時対応
には「矛盾」があるという考え方にも相当の根拠がある。35年想定問答は，そ
の「矛盾」について質問された場合のための返答を用意している。
　本稿執筆現在，原賠法改正への動きが活発であり，原賠法の立法過程につい
ての認識を共有する必要がある。2014年６月には，原賠法改正のための関係省
庁会議が開催されたとの新聞報道があり6），その後，2015年１月27日の第３回
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 5）　拙稿「原子力災害補償専門部会（昭和33年）と原子力損害の賠償に関する法律⑸」
獨協法学93号380頁。

 6）　2014年６月13日日本経済新聞朝刊「原発「法の不備」見直し　原賠法改正へ関係
省庁が攻防　政府は12日，原子力発電所事故の被災者への賠償ルールを定めた「原
子力損害賠償法」を見直すための初会合を開いた。東京電力福島第１原発事故で「法

	



原子力委員会は，見直しのための専門部会の設置を決定した7）。原賠法改正に
ついて，様々の議論が必要であるが，筆者は，原賠法そのものの立法資料につ
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の不備」が指摘された，電力会社の免責規定の明確化が焦点だ。電力各社が原発を
再稼働する課題にもなっている。国の財政負担が膨らむ可能性があり，関係省庁間
の攻防が激しくなりそうだ。」。

 7）　東京新聞2015年１月28日朝刊「原子力損害賠償制度「電力会社賠償に上限」　原子
力委，法改正を検討　国の原子力委員会は二十七日，原発事故時の被害者への賠償
について定めた「原子力損害賠償法（原賠法）」の改正に向け，有識者による作業部
会をつくり検討を始めることを決めた。政府は事故時の電力会社の責任範囲や賠償
額に上限を設け，電力会社が将来にわたり原発事業を継続できる環境を整備する考
え。」（http://www.tokyo-np.co.jp/article/economics/news/CK2015012802000131.html）。なお，
同記事は，「賠償額に上限を設け，電力会社が将来にわたり原発事業を継続できる環
境を整備する考え」を「政府」が有していると踏み込んだ記述をしていることが注
目される。これについて，文部科学省が科学技術庁の後身として事務局を担当するが，
下村博文文部科学大臣記者会見録（平成27年１月30日）は，次のように述べている。
見直しの趣旨が電力会社の賠償責任に上限を設けることであり，そのような答申を
望ましいと考えていることが伺える発言である。http://www.mext.go.jp/b_menu/daijin/
detail/1354511.htm

「�記者）先般，原子力委員会が，有識者による作業部会を作って，電力会社の賠償
額等に上限を設けるという原子力損害賠償法の改正に向けた議論を始めるという
報道がありましたけれども，そのことについて大臣はどう受け止められているか，
御所見を伺いたいと思います。
大臣）原子力損害賠償制度の見直しにつきましては，内閣官房副長官が主宰し，
関係副大臣などからなる「原子力損害賠償制度の見直しに関する副大臣等会議」
におきまして検討が進められてまいりました。
　�　今月22日に開催された副大臣等会議では，一つは，原子力事業者や国の責任の
在り方。二つ目に，損害賠償措置額の在り方。三つ目に，免責事由，異常に巨大
な天災地変等の在り方でありますが，この三つの論点については，専門的かつ総
合的な観点から検討を行うことが必要であることから，内閣府原子力委員会に今
後の検討を要請したところであります。
　�　具体的な論点や進め方なども含めて，これから原子力委員会において検討が行
われるということでありまして，文部科学省としても必要な支援を行ってまいり

	



いて多くの人々の接近が可能になるべきであると考え，本誌に資料として掲載
する。

　本研究は，JSPS科研費26380012（基盤Ｃ）の助成を受けた。

316 獨協法学第96号（2015年４月）

たいと思います。最初から上限を設けるうんぬんということが確定した議論とい
うことではないということであります。」（下線部は小栁）。
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